
Ⅰ 調査方法の概要 
 

 

１ 調査の目的 

本調査は、昭和 41 年度から毎年実施しているもので、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の賃

金、労働時間等の実態を明らかにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的に、

毎年７月に実施しているものである。 

 

２ 調査対象産業 

日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改訂）に定める産業分類が「農業，林業」「漁業」及び「公務」を除く産業 

 

３ 調査事項 

(1) 事業所票 

 ア 企業全体の現況 

 イ 事業所の現況 

 ウ 初任給 

 エ 労働時間制度 

 オ 年間休日数 

 カ 年次有給休暇 

 キ 特別休暇制度 

 ク 育児休業制度 

 ケ 介護休業制度 

 コ 仕事と家庭の両立のための支援制度 

 サ 賃金の支払い形態 

(2) 個人票 

 ア 性別 

 イ 年齢 

 ウ 勤続年数 

 エ 就業形態 

 オ 最終学歴 

 カ 労働者の職種 

 キ 実労働日数 

 ク 所定内労働時間数 

 ケ 所定外労働時間数 

 コ 所定内賃金額 

 サ 所定外賃金額 

 

４ 調査事業所 

平成 24 年経済センサス活動調査名簿に基づき、常用雇用者規模 10 人以上を雇用する事業所から、産業

別・従業者規模別に無作為に抽出した事業所とする。 

調査対象事業所は 2,845事業所で、そのうち有効回答のあった 1,535事業所（有効回答率 54.0％）について

集計した。 

 

５ 調査労働者 

調査事業所に雇用される常用労働者のうちから、一定の方法によって抽出された労働者 26,672 人（うちパー

トタイム労働者 4,745 人）について調査し、これを一般労働者とパートタイム労働者に区分して集計した。 

 

６ 調査時点 

平成 26 年７月 31 日現在で調査を実施した。初任給についても７月の確定初任給について調査した。 

 

７ 集計方法 

(1) 事業所票の調査事項については、各事業所を１単位とする単純算術平均とした。 

ただし、初任給については、新規採用者数をウェイトとする加重算術平均とした。 

また、賃金の支払い形態については、労働者を１単位とする単純算術平均とした。 

(2) 個人票の調査事項については、各労働者を１単位とする加重算術平均とした。 

 

８ 賃金の分類 

労働協約や就業規則などで定めた所定労働時間の労働に対して支払われる賃金を所定内賃金、それ以外

に支払われる賃金を所定外賃金として扱うこととし、その分類は次表のとおりである。 

ただし、初任給については、所定内賃金から生活補助給部門を除いた額としている。 

 

− 1−



物価手当

通勤手当

基本給

年齢給

技能給

職務給

生産手当

団体業績給 業績給部門

基本給部門

超過勤務手当

休日出勤手当

「初任給」からは除く。

生活補助給部門

その他部門

役付手当

特殊勤務手当

技能手当

所定内賃金

（基準内賃金）

所定外賃金

（基準外賃金）

本調査の対象からは除く。

「初任給」からは除く。
「所定外賃金」には、夜勤手
当・拘束手当は含めない。

個人能率給

家族手当

住宅手当

食事手当

定例給与

賃金支給総額

臨時給与 夏季・年末一時金等

宿日直手当

精皆勤手当

 
 

９ 調査結果利用上の注意 

 (1) 平成 24年度調査から、調査対象産業分類を変更した。このため、平成 23年度以前の調査結果との比較

には注意を要する。 

   新たに調査対象となった産業（大分類）…「鉱業,採石業,砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「不動

産業,物品賃貸業」「学術研究,専門・技術サービス業」「教育,学習支援業」 

(2) 構成比、増減率等の計算に当たっては、小数点以下第２位を四捨五入した。このため、構成比について

は合計が必ずしも 100パーセントにならない。 
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〔主な用語の説明〕 
 

１ 企業規模 

中小企業 … 企業全体において常時使用する従業員が300人未満（「情報通信業」、「卸売業」、「宿泊業」、

「生活関連サービス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業」では

100人未満、「小売業」、「飲食サービス業」では50人未満）、又は資本金３億円未満（「卸売業」

では１億円未満、「情報通信業」、「小売業」、「飲食サービス業」、「宿泊業」、「生活関連サービ

ス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業」では5,000万円未満）の

企業をいう。 

大 企 業 … 中小企業以外の企業をいう。 

 

２ 常用労働者 

  次のうちいずれかに該当する労働者をいう。 

(1) 期間を定めないで雇われている労働者 

(2) １か月を超える期間を定めて雇用されている労働者 

(3) 日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、５月、６月にそれぞれ 18日（パートの場

合は 10日以上）以上雇われた労働者 

 

３ 就業形態 

一 般 … 常用労働者のうち、一般的な所定労働時間が適用されている労働者のことで、正社員

及びその他労働者をいう。 

正 社 員 … 一般労働者のうち、事業所において正社員及び正職員とする労働者をいう。 

その他労働者 … 一般労働者のうち、正社員やパートタイム労働者に当てはまらない労働者をいう。（嘱託

職員、契約社員、有期雇用社員等） 

パ ー ト … 常用労働者のうち、１日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が、同一の事業所

に雇用される一般労働者より少ない者をいう。 

 

４ 職   種 

管   理 … 会社の事務部門、生産部門のなかで、部長、課長、係長などのように監督的業務に従事する

者をいう。なお、生産部門においては作業に従事しない職長、組長などの監督的地位にある者

も含む。 

事務・技術 … 経理、営業、人事、福利厚生等の事務局業務に従事する者や、研究、設計、看護等の特殊

技術をもっている者をいう。 

生   産 … 生産現場、建設現場、販売及び自動車の運転等に従事する者をいう。 

 

５ 労働時間 

実 労 働 日 数 … 調査対象期間中（７月分）に実際に出勤した日数をいう。たとえ勤務が１時間、半日

でも１日と集計した。 

総実労働時間数 … 調査対象期間中（７月分）に実際に働いた時間をいい、宿直、日直の時間は除く。 

所定内労働時間数 … 総実労働時間数から超過労働時間数を差し引いた時間数をいう。 

所定外労働時間数 … 早出、残業、休日出勤等の超過労働時間をいう。 

 

６ 賃   金 

賃金支給総額 … 調査対象期間中（７月分）に支払われた給与のうち、賞与、現物給与と宿日直手当を除

いたものをいう。 

所定内賃金 … 賃金支給総額から所定外賃金を差し引いた額をいう。 

所定外賃金 … 早出、残業、休日出勤等の超過労働時間に対して支払われた賃金をいう。 

 

７ 表の記号説明 

「X」        … サンプルが少ないため秘匿 

「-」又は空欄  … 該当数字なし 

「０」又は「0.0」 … 単位未満 

− 3−



Ⅱ 調査結果の概要 
 

 

１ 集計労働者の構成 

(1) 一般労働者の男女別構成は、男性67.2％、女性32.8％となっており、産業別構成では、製造業が24.1％

と最も多くなっている。また、規模別では中小企業 74.1％、大企業 25.9％となっている。（第４表、第５表） 

(2) 平均年齢は、42.7 歳となっており、規模別では中小企業 43.2 歳、大企業 41.1 歳と中小企業の方が高く、

一方、勤続年数は中小企業 11.9 年、大企業 12.9 年と大企業の方が長くなっている。（第１表、第６表） 

 

 

２ 所定内賃金 

(1) 平成 26 年７月の所定内賃金（産業計、規模計）は、251,719 円となっており、前年（251,969 円）に比べて

額で 250 円減少している。規模別では、中小企業が 243,531 円、大企業が 275,191 円となっており、規模

間賃金格差（大企業の所定内賃金を100 とした場合の中小企業の所定内賃金）は、88.5 となっている。（第

９表、第 10表、第２図） 

(2) 男女間賃金格差（男性の所定内賃金を 100 とした場合の女性の所定内賃金）は、中小企業が 76.4、大企

業が 72.6 となっている。産業別では、最も賃金格差が大きいのは、中小企業が「教育,学習支援業」、大企

業が「鉱業,採石業,砂利採取業」となっている。（第 12 表） 

 

 

３ 初任給 

平成 26 年度の確定初任給は、高校卒事務・技術 156,055 円、高校卒生産 157,950 円、専門学校卒事務・

技術 169,025 円、専門学校卒生産 160,261 円、短大・高専卒事務・技術 162,723 円、短大・高専卒生産

164,251円、大学卒事務・技術181,491円、大学卒生産188,128円、大学院卒事務・技術213,121円、大学院

卒生産 189,500 円となっている。（第 18 表） 

 

 

４ 実労働日数、実労働時間数 

(1) 平成 26 年７月の実労働日数は、中小企業が 22.1 日、大企業が 21.6 日となっている。産業別では、中小

企業が「運輸業,郵便業」及び「宿泊業,飲食サービス業」、大企業が「不動産業,物品賃貸業」で最も多くな

っている。（第 19 表） 

(2) 平成 26年７月の実労働時間数は、中小企業が 179.8時間、大企業が 176.9時間となっている。産業別で

は、中小企業が「運輸業,郵便業」、大企業が「不動産業,物品賃貸業」で最も長くなっている。（第 19 表） 

 

 

５ 変形労働時間制 

変形労働時間制を採用している事業所の割合は 71.0％で、規模別では中小企業が 72.5％、大企業が

66.6％となっている。（第 24 表） 

 

 

６ 週休２日制 

何らかの週休２日制を採用している事業所の割合は 92.8％で、規模別では中小企業が 91.8％、大企業が

95.8％となっている。また、週休２日制の形態別では「完全週休２日制」を採用している事業所の割合が、全体

の 41.0％となっている。規模別でみても、中小企業、大企業ともに「完全週休２日制」が最も多く、それぞれ

31.6％、69.0％となっている。（第 25 表） 

なお、何らかの週休２日制の適用を受けている労働者は全体で 94.0％となっている。（第 26 表） 
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７ 休暇制度 

(1) 年次有給休暇の取得日数は、規模計で 6.3日（取得率 38.2％）、中小企業で 6.2日（同 38.1％）、大企業

で 6.5 日（同 38.7％）となっている。取得率を産業別でみると、最も高いのは中小企業では「電気・ガス・熱

供給・水道業」、（61.1％）で、大企業では「運輸業,郵便業」（63.7%）となっている。（第 30表） 

(2) 特別休暇を採用している事業所の割合は、規模計で夏季休暇が 32.7％、病気休暇が 23.5％、リフレッシ

ュ休暇が 12.8％、ボランティア休暇が 7.7％、教育訓練休暇が 3.9％、骨髄ドナー休暇が 2.1％となっている。

（第 32表） 

 

 

８ 育児、介護休業制度 

(1) 育児休業制度を就業規則等に定めている事業所は 90.2％となっている。また、平成 25 年７月１日から平

成 26 年６月 30 日までに出産した者（配偶者が出産した男性を含む）のうち、育児休業制度を利用した者の

割合は、男性で 2.1％、女性で 95.6％となっている。（第 33表、第 35表） 

(2) 介護休業制度を就業規則等に定めている事業所は 86.3％となっている。また、利用者のいた事業所の割

合は 2.0％となっている。（第 36表、第 37表） 

 

 

９ 仕事と家庭の両立のための支援制度 

仕事と家庭の両立ための支援制度のある事業所の割合は、育児に関するものについては 67.8％、介護に

関するものについては 64.7％となっている。（第 38表） 

 

 

10 賃金の支払い形態 

賃金の支払い形態別労働者の割合は、月単位で給与が決まっている労働者が 66.1％と最も多くなっている。

（第 39表） 

 

 

11 パートタイム労働者の賃金等 

(1) 集計対象となったパートタイム労働者は 4,745人で、男性 19.0％、女性 81.0％と、女性の方が高い割合と

なっている。 

(2) パートタイム労働者の平成 26年７月の所定内労働時間は 109.0時間となっている。（第 40表） 

(3) パートタイム労働者の平成 26年７月の１時間当たりの所定内賃金（月間所定内賃金を月間所定内労働時

間数で除したもの）は 908円となっている。（第 41表） 
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